　
　平成２６年５月２１日　　
次のとおり条件付一般競争入札(郵便入札)を行うので、公告する。
株式会社南栄開発
１　工事概要
	(1)　工事名
	（仮称）熊本下通新天街ＮＳ共同ビル優良建築物等整備事業
に伴う解体工事【総合評価方式】

	(2)　工事場所
	熊本市中央区下通一丁目3番地

	(3)　工事概要
	１．鉄筋コンクリート造13階建（地下1階）　　　　
撤去工事１式（延床面積9862.4㎡）
２．鉄筋コンクリート造9階建（地下1階）　　　　
撤去工事１式（延床面積9296.93㎡）
３．鉄筋・鉄骨コンクリート造8階建（地下1階）　
撤去工事１式（延床面積4634.49㎡）
　　※詳細図面は参考資料参照

	(4)　工期
	平成２７年　３月２０日限り

	(5)　予定価格
（消費税分を除く。）
	　３４０，０００，０００円


２　送付・問合せ先
	担当部
	株式会社南栄開発（担当：村上）
〒862-0913 熊本市東区尾ノ上１丁目５-２０
ＴＥＬ：０９６-３６０-３４４４
ＦＡＸ：０９６-３６０-４１４４
メール：shimotori-pj@nan-ei.com


３　入札手続の種類及び入札方法等

　(1)　この案件は、入札手続において技術資料の提出を求め、技術評価（入札参加者の企業及び配置予定技術者の施工実績等）と入札価格とを総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式の対象案件である。

(2)　この案件は、入札において入札価格が予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行った者のうち、評価値の最も高い者（以下「最高評価値入札者」という。）について、開札後に競争入札参加資格の確認を行い、競争入札参加資格があると認めた場合に落札者として決定する方法（以下「入札後審査方式」という。）により入札手続を行う。

４　競争入札参加資格

次に掲げる条件をすべて満たしている者とする。

	（1）　地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

	（2）　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による更生手続又は再生手続の開始の申立てがなされた場合は、更生計画の認可決定又は再生計画の認可決定がなされていること。

	（3）　熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０５号）第３条第１号の規定に準じる排除対象者に該当しないこと。

	（4）入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと

　　ア　資本関係

以下のいずれかに該当する２者の関係にある場合。ただし、子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。以下同じ。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。

　　（a）会社法第２条第４号に規定する親会社（以下「親会社」という。）と子会社の関係にある場合

　　（b）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

イ　人的関係

以下のいずれかに該当する２者の関係にある場合。ただし、（a）については、会社の一方が更正会社又は再生手続が存続中の会社である場合を除く。

　　（a）一方の会社の役員が、他方の会社役員を現に兼ねている場合

（b）一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

ウ　その他の関係
その他上記(ア)又は(イ)と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合



	（5）　熊本市から熊本市工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱（平成７年告示第１０８号。以下「市指名停止要綱」という。）、熊本市上下水道局工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱、熊本市交通局工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱又は熊本市病院局工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。


	（6）熊本市税の滞納がないこと。


	（7）熊本市内に本店を有する者であること。


	とび・土工・コンクリート工事について右欄に掲げる条件を満たすこと
	（8）　熊本市に対して熊本市工事競争入札参加者の資格審査及び指名基準に関する規則（昭和４１年規則第１５号。以下「資格審査規則」という。）第３条に規定する競争入札参加資格審査申請書を提出し、資格審査規則第１０条に規定する有資格業者名簿に登載されている者であること。

	
	（9）解体工事について、建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第6項に規定する特定建設業の許可を有すること。

	
	（10）　平成２６年６月７日（契約締結予定日）の１年７月前の日の直後の事業年度終了の日以降に建設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受け、経営規模等評価結果通知書兼総合評定値通知書の交付を受けていること。

	
	（11）　国（独立行政法人、国立大学法人及び特殊法人を含む。）、都道府県又は市町村（特別地方公共団体を含む。）発注の、過去１０か年度に完成したRC造又はSRC造の解体工事で、請負金額が２５百万円以上の施工実績を有すること。

	（12）配置予定技術者について
当該工事に関し、次に掲げる条件をすべて満たす者を監理技術者又は主任技術者として専任で配置できること。（建設業法第７条第２号に規定する営業所の専任技術者となっている者は、本工事の技術者として配置できない。）

(1) 一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者
(2) 解体工事施工管理技士の資格を有する者

(ウ)　直接かつ連続して３ヶ月以上の雇用関係を有する者

(エ)　監理技術者については、とび・土工・コンクリート工事に係る監理技術者資格者証及び過去５年以内に受講した監理技術者講習修了証を併せて有すること。


　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　総合評価に関する事項
(1)　総合評価の方法
当該契約の内容に適合した履行の確実性が低下する数値的判断基準として、(2)に規定する履行確実性評価価格を設定するものとし、総合評価は、技術資料を提出した者に標準点７０点を与え、それに技術評価における評価項目ごとの得点の合計点である加算点（３０点満点）を加えたもの（以下「技術評価点」という。）及び入札価格により、以下の規定に基づき算出した評価値をもって行うものとする。

　　　技術評価点　＝　標準点　＋　加算点

ア　入札価格が消費税及び地方消費税相当額を除いた履行確実性評価価格以上の場合

　　　評　価　値　＝　技術評価点　／　入札価格

イ　入札価格が消費税及び地方消費税相当額を除いた履行確実性評価価格未満の場合

　　　評　価　値　＝　技術評価点／（（履行確実性評価価格（税込）×１００／１０８）＋（（履行確実性評価価格（税込）×１００／１０８）－入札価格））

※　評価値を表示する際は、上記算式により得られた数値に対し、100,000,000（1億）を乗じ、小数第４位まで（５位を四捨五入）とする。

(2)　履行確実性評価価格は、(3)の規定により算出した履行確実性評価基準額を基礎として弊社が定めるものとする。

(3)　履行確実性評価基準額は、次に掲げる額の合計に１００分の１０８を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格に１０分の９を乗じて得た額を超える場合にあっては予定価格に１０分の９を乗じた額とし、予定価格に１０分の７を乗じて得た額に満たない場合にあっては予定価格に１０分の７を乗じて得た額とする。

　ア　直接工事費に１０分の９．５を乗じて得た額

　イ　共通仮設費に１０分の９を乗じて得た額

　ウ　現場管理費に１０分の８を乗じて得た額

　エ　一般管理費等に１０分の５．５を乗じて得た額

(4)　 (3)に定める履行確実性評価基準額の算定は、直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等については、千円に満たない額を切り捨てた額をもって行うものとする。
(5)　評価に関する基準

　　　(1)の加算点の評価項目、評価基準及び得点配分は、（別添１）評価に関する基準のとおりとする。

６　入札日程（※詳細については７以降を参照のこと）
	入札説明書の交付期間
	平成２６年５月２１日（水）から平成２６年６月５日（木）まで
・株式会社南栄開発ホームページよりダウンロード


	申請書等及び技術資料の提出期限
	平成２６年６月５日（木）　午後４時まで
・郵送による。同日までに必着（不慮の事故による紛失又は遅配については考慮しない。）



	入札書提出依頼書の発行
	平成２６年６月１０日（火）まで

・メール、ＦＡＸによる。

	質問書に対する回答
	平成２６年５月２２日（木）までに開始し、開札日までとする。
※電話による回答は行わない、メール、ＦＡＸによる。

	入札書及び工事費内訳書提出期限　　　　
	平成２６年６月１６日（月）午後４時まで
・郵送による。同日までに必着（不慮の事故による紛失又は遅配については考慮しない。）

	開札
	平成２６年６月１７日（火）１３時１５分


	落札決定（予定）
	平成２６年６月１９日（水）


７　入札方法等

(1)　 本件入札の参加希望者は、競争参加資格確認申請書及び競争参加資格審査調書その他の必要書類（以下「申請書等」と総称する。）を技術資料（添付書類を含む。以下同じ。）と併せて提出しなければならない。申請書等及び技術資料の提出方法等については、次によるものとする。
　ア　提出方法

　　郵送による。持参又は電送（ファックス、電子メール）により提出されたものは受け付けない。なお、郵送方法については一般書留又は簡易書留によることとしているので、それ以外の方法により郵送されたものは受け付けない。

イ　提出期限・受付時間　　

６で示したとおり

　　ウ　提出部数

　　　　１部とする。また、封筒の表面に申請する工事名及び申請書等及び技術資料在中の旨を明記すること。
　(2)　発注者は、申請書等及び技術資料を受領したときはFAXまたはメールにて入札書提出依頼書を送付するものとする。

(3)　入札書提出依頼書を受領した者は、次に定める方法に従い、入札書及び入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書を提出するものとする。
ア　提出方法

　　　　郵送による。持参又は電送（ファックス、電子メール）により提出されたものは受け付けない。なお、郵送方法については一般書留又は簡易書留によることとしているので、それ以外の方法により郵送されたものは受け付けない。
イ　入札書及び工事費内訳書の提出期限・受付時間　　

６で示したとおり
 　(4)　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

(5)　入札執行回数は、１回とする。

 　(6)　工事費内訳書は、参考図書として提示を求めるものであり、契約上の権利義務を生じるものではない。

８　開札等

(1)　入札書は６で示した日時において開札し、工事費内訳書は入札書の開札後に落札候補者のみ確認を行うものとする。
　(2)　到達した入札書及び工事費内訳書は、差し替えをすることができない。
９　落札者の決定方法

(1)　評価値は、入札参加者の提出した技術資料に基づき算出するものとし、施工実績等の評価については、施工実績等得点申告書の合計欄に記載された得点をもって行う。

(2)　(1)の規定により算出された評価値（以下「当初評価値」という。）が最も高い者（評価値の最も高い者が２者以上ある場合にあっては技術評価点の最も高い者）について、企業の評価に関する書類、配置予定技術者の評価に関する書類及び各添付資料に基づき、施工実績等の再評価を行う。

(3)　(2)の規定による再評価後の評価値が当初評価値以上の場合は当初評価値を、再評価後の評価値が当初評価値未満の場合は再評価後の評価値を当該入札参加者の評価値として確定するものとする。

(4)　入札参加者の評価値（再評価を行った者については、(3)の規定により確定した評価値。以下「確定評価値」という。）のうち最も高い評価値（最も高い評価値が複数ある場合にあっては技術評価点の最も高い評価値）が確定評価値となるまで、順次再評価を行う。

(5)　(1)から(4)の規定により、評価値が最も高いと認められた者を最高評価値入札者とし、最高評価値入札者について、開札日をもって競争入札参加資格の確認をできるだけ速やかに行い、競争入札参加資格があると認めた場合に落札者として決定する。

(6)　(5)による確認の結果、最高評価値入札者に競争入札参加資格がないと認めた場合は、その者の入札を無効とし、予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行った者のうち最も評価値の高い者（評価値の最も高い者が２者以上ある場合にあっては技術評価点の最も高い者）を最高評価値入札者として、(5)を適用する。
１０　入札結果の公表に関する事項

　契約の相手方を決定した場合は、入札結果（各入札参加者の技術評価点、評価値、入札金額及び履行確実性評価価格）についてインターネットにより公表を行うものとする。
	評価項目
	評価内容
	評価基準
	配点
	得点

	企業の評価
	同種工事の施工実績


	国（独立行政法人、国立大学法人及び特殊法人（※１）を含む。）、都道府県又は市町村（特別地方公共団体（※２）を含む。）発注の工事で過去１０か年度（※３）に完成した解体工事（※４）の施工実績（※５）
	4件
	8.0点
	／8.0点

	
	
	
	3件
	6.0点
	

	
	
	
	2件
	4.0点
	

	
	
	
	1件
	2.0点
	

	
	
	
	0件
	0.0点
	

	
	発注業種の工事成績評定点の平均点
	熊本市発注の工事（※７）で過去５か年度（※８）に完成した同一業種工事の工事成績評定点の平均点
	79点以上
	8.0点
	／8.0点

	
	
	
	78点
	7.0点
	

	
	
	
	77点
	6.0点
	

	
	
	
	76点
	5.0点
	

	
	
	
	75点
	4.0点
	

	
	
	
	74点
	3.0点
	

	
	
	
	73点
	2.0点
	

	
	
	
	70点以上73点未満
	1.0点
	

	
	
	
	70点未満又は実績なし
	0.0点
	

	
	優良工事表彰の有無
	熊本市、国又は熊本県発注工事で過去３か年度（※９）に優良工事表彰（※１０）を受けた実績
	優良表彰の実績あり
	1.0点
	／1.0点

	
	
	
	優良表彰の実績なし
	0.0点
	

	
	ＩＳＯ 、ｴｺｱｸｼｮﾝ21の認証取得状況・防災協定、ボランティア活動


	①ISO9001、ISO14001又はｴｺｱｸｼｮﾝ21の認証を取得している

②開札日時点において熊本市と防災協定の締結をしている

③過去２か年度（※１１）の熊本市内におけるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動実績（※12）がある
	①～③のいずれか２つに該当する
	1.0点
	／1.0点

	
	
	
	①～③のいずれか１つに該当する
	0.5点
	

	
	
	
	いずれにも該当しない
	0.0点
	

	
	指名停止の状況


	発注年度及び過去３か年度（※１３）に熊本市から指名停止措置（※１４）を受けた回数
	なし
	0.0点
	／－2.0点

	
	
	
	1回
	－1.0点
	

	
	
	
	2回以上
	－2.0点
	

	配置予定技術者の評価
	配置予定技術者の資格

※指導的技術者（※１５）の資格（配置する場合）

	配置予定技術者の保有する資格について

①１級建設機械施工技士、１級土木施工管理技士、１級建築施工管理技士又は技術士（※１６）で開札日時点において資格取得後５年以上

②１級建設機械施工技士、１級土木施工管理技士、１級建築施工管理技士又は技術士（※１６）で開札日時点において資格取得後３年以上５年未満

③ ①又は②のいずれにも該当しない

※指導的技術者を配置する場合には、評価項目ごとに配点の50％を上限として評価する。

配置予定技術者の評価点＋指導的技術者の評価点が点数となるが、満点(２．０点)を超えての評価はしない。　
	①に該当する場合
	2.0点
	／2.0点

	
	
	
	②に該当する場合
	1.0点
	

	
	
	
	③に該当する場合
	0.0点
	

	
	主任（監理）技術者又は現場代理人としての同種工事の施工経験

※指導的技術者の主任（監理）技術者又は現場代理人としての同種工事の施工経験（配置する場合）


	国（独立行政法人、国立大学法人及び特殊法人（※１）を含む。）、都道府県又は市町村（特別地方公共団体（※２）を含む。）発注の工事で過去１０か年度（※３）に完成した「解体工事※４）」での主任（監理）技術者又は現場代理人としての施工経験（※１７）
※指導的技術者を配置する場合には、評価項目ごとに配点の50％を上限として評価する。

配置予定技術者の評価点＋指導的技術者の評価点が点数となるが、満点(４．０点)を超えての評価はしない。　
	4件
	4.0点
	／4.0点

	
	
	
	3件
	3.0点
	

	
	
	
	2件
	2.0点
	

	
	
	
	1件
	1.0点
	

	
	
	
	0件
	0.0点
	

	
	優良工事の技術者表彰の有無


	熊本市、国又は熊本県発注工事で過去３か年度（※９）に優良工事の技術者表彰（※１０）を受けた実績
	優良工事の技術者表彰の実績あり
	1.0点
	／1.0点

	
	
	
	優良工事の技術者表彰の実績なし
	0.0点
	

	施工計画（※１８）
1 現場条件を考慮した交通安全対策　　（・生活道路等の安全管理　・資材、重機等の安全輸送計画）
2 環境対策について　　　　　　　　　（・現場特性を踏まえた騒音、振動、粉塵等の対策　・苦情処理の対応）
	／5.0点

	合計
	／30.0点


 
	（※１）独立行政法人、国立大学法人及び特殊法人：独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定する国立大学法人及び法律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置法（平成１１年法律第９１号）第４条第１５号の規定の適用を受ける特殊法人をいう。

（※２）特別地方公共団体：地方自治法第１条の３に規定される、特別区、地方公共団体の組合及び財産区をいう。

（※３）過去１０か年度：平成１６年４月１日から平成２６年３月３１日までの期間。
（※４）解体工事：元請として契約金額が２，５００万円以上の解体工事。（単価契約は除く。）共同企業体の構成員としての実績及び施工経験は、出資比率20％以上のものに限る。
　　　　合併入札案件（一つの工事を複数工事として一件の入札で契約したもの）については、１件の実績とし、複数の実績としては認めない。

（※５）施工実績：熊本市発注工事（平成１７年度以降に、契約担当課として総務局契約検査(総)室が発注した工事並びに旧鹿本郡植木町及び旧下益城郡城南町発注工事で合併後に熊本市で完成検査を行った工事）については、工事成績評定点が６０点以下の工事は施工実績として認めないものとする。
（※６）工事成績評定点の平均点：小数第１位を四捨五入して整数止めとする。

（※７）熊本市発注の工事：契約担当課として総務局契約検査(総)室が発注した工事に限る（共同企業体として請け負った工事並びに旧鹿本郡植木町及び旧下益城郡城南町発注工事で合併後に熊本市で完成検査を行った工事を含む。また、予定価格が２５０万円以下の工事及び単価契約工事を除く。）。

（※８）過去５か年度：平成２１年４月１日から平成２６年３月３１日までの期間。

（※９）過去３か年度：平成２２年８月１日から平成２５年７月３１日までの期間。

（※１０）優良工事表彰／優良工事の技術者表彰：熊本市優良工事表彰、国土交通行政功労者表彰（詳細は技術資料作成要領を参照のこと。）又は熊本県優良工事等表彰。また、土木一式工事及び建築一式工事については、当該業種に係る優良工事表彰に限る。
（※１１）過去２か年度：平成２４年４月１日から平成２６年３月３１日までの期間。
（※１２）ボランティア活動実績：詳細は技術資料作成要領を参照のこと。
（※１３）過去３か年度：平成２３年４月１日から平成２６年３月３１日までの期間に、指名停止措置期間の始期があるものをいう。
（※１４）指名停止措置：熊本市工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱（平成７年告示第１０８号）、熊本市上下水道局工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱、熊本市交通局工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱又は熊本市病院局工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止措置をいう。
（※１５）指導的技術者：主任（監理）技術者より、配置予定技術者の評価（「配置予定技術者の資格」及び「主任（監理）技術者又は現場代理人としての同種工事の施工経験」の合計得点(５０％を乗じる以前)）が上位のもの。

（※１６）技術士：技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目を「農業土木」とするものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）、水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの、「農業土木」、「森林土木」又は「水産土木」とするものに限る。）とするものに合格し、技術士としての登録を受けていること。
（※１７）施工経験：熊本市発注工事（平成１７年度以降に、契約担当課として総務局契約検査(総)室が発注した工事並びに旧鹿本郡植木町及び旧下益城郡城南町発注工事で合併後に熊本市で完成検査を行った工事）については、工事成績評定点が６０点以下の工事は施工経験として認めないものとする。また、工期途中で技術者又は現場代理人の変更が行われている場合は、施工経験として認めないものとする。

（※１８）施工計画の評価点
評価項目

評価基準

配点

得点

1 現場条件を考慮した交通安全対策
2 環境対策について

仕様書、施工権利基準の内容を十分に理解し、施工条件を踏まえ適切な施工計画となっている。

　　　　5.0

仕様書、施工管理基準の内容を理解し、施工条件を踏まえ適切な施工計画となっている。

　　　　2.5

　　　/5.0

一般的な仕様書、施工管理基準の適用にに関する施工計画となっている。

　　　　　0




	語句の定義


別添１　評価に関する基準　工事名：(仮称)熊本下通新天街NS共同ビル優良建築物等整備事業に伴う解体工事【総合評価方式】














